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部または一部を取引行為として他に譲渡する行為をいうが、会社法 22 条 1 項は、事業を譲
り受けた会社が譲渡会社の商号を継続して使用する場合には、譲渡会社の事業から生じた債




　本稿では、会社法 22 条 1 項の趣旨（同条項については様々な見解が主張されているので、
その紹介と検討）や、同条項に係る主要な判例・裁判例（類推適用に係る事案も含む）、類
推適用に係る学説の対応等を取り上げつつ、商号以外の名称（屋号や標章等）に対する会社
法 22 条 1 項の類推適用のあり方につき検討している。
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する行為をいうが、会社法 22 条 1 項は、事業を譲り受けた会社が譲渡会社の商号を継続し
て使用する場合には、譲渡会社の事業から生じた債務につき、譲受会社もその責任を負う旨

















いゴルフクラブ名を使用して事業譲渡をなしたことが問題視され、 判平成 16・2・20 民集



















あるとする見解である（ 判昭和 29・10・7 民集 8 巻 10 号 1795 頁や 判昭和 47・3・2 民
集 26 巻 2 号 183 頁をはじめ、下級審裁判例の多くもこの立場を採る）4)。
　しかし、外観説に対しては、外観保護を強調するのであれば債権者の善意・悪意を区別し







































































あるとされている（後掲・ 判昭和 38・3・1 等を参照）16)。そして、そうした現象に対し、
裁判所は、（外観説を採りながらも）詐害的な事業譲渡を抑制する観点から債権者の権利行













社法 23 条の 2）20)。しかし、同規定に基づく譲受会社の責任は、その承継した財産の価額に
制限され、また、譲受会社の悪意の存在も要件とされており（同条 1 項）、債権者保護には
一定の限界があることから、会社法 22 条 1 項は、商号等の同一性という要件はあるものの、














判昭和 38・3・1 民集 17 巻 2 号 280 頁）22)。
　上記の 高裁判例に対し、判例・裁判例の中には、①自然人たる商人の商号に会社の種類
を示す字句を付加した場合（東京地判昭和 45・6・30 判時 610 号 83 頁〔「大阪屋」と「株式
会社大阪屋」〕、前掲・ 判昭和 47・3・2〔「鉄玉組」と「株式会社鉄玉組」〕等）、②商号中
の「会社」の位置が前後逆になった場合（東京地判昭和 55・4・14 判時 977 号 107 頁〔「株
式会社内外タイムズ」と「内外タイムズ株式会社」〕、大阪地判昭和 57・9・24 金判 665 号 49
頁〔「万善株式会社」と「株式会社マンゼン」〕等）、③会社の種類が変更された場合（大阪
地判昭和 46・3・5 判タ 265 号 256 頁〔「三洋タクシー合資会社」と「三洋タクシー株式会社」〕）、
④商号がきわめて近似している場合（大阪地判昭和 40・1・25 下民集 16 巻 1 号 84 頁〔「株
式会社日本電気産業社」と「株式会社日本電気産業」〕、神戸地判昭和 54・8・10 判時 964 号
116 頁〔「株式会社キャロン」と「株式会社キャロン製靴」〕、東京地判平成 15・6・25 金法
1692 号 55 頁〔「株式会社藤和」と「株式会社藤和リフォーム」〕、宇都宮地裁平成 22・3・15








業場所・営業施設・取引先等の同一性といった事実関係についても、旧商法 26 条 1 項や会







商号以外の名称に対する会社法 22 条 1 項（ないしは旧商法 26 条 1 項）の類推適用について
はどのような事例が存するだろうか。この点、譲受会社が譲渡会社の屋号を続用していた事
例として、以下のものが挙げられる。
　まず、東京地判昭和 54・7・19 判時 946 号 110 頁は、事業の譲渡会社である「株式会社下
田観光ホテル海山荘」の屋号「下田観光ホテル」を、譲受会社である「大洋興産株式会社」







26 条 1 項に係る責任を負担すべきものとした。





ならないと考えられるから、このような場合も商法 26 条 1 項にいう『譲渡人ノ商号ヲ続用
スル場合』に含まれると解するのが相当」とし、譲受会社の責任を肯定した。
　そのほか、上記 2 つの裁判例と同様の趣旨により、東京高判平成元・11・29 東高民事報
40 巻 9 ～ 12 号 124 頁（「有限会社徳泉園ホテル」の屋号「徳泉園ホテル」を「三優商工株









号の重要な構成部分を内容としないもの）を続用し、旧商法 26 条 1 項ないしは会社法 22 条
1 項の類推適用の可否が問題とされたものも存する。




















個のものであり、屋号については公示制度がなく、会社法 22 条 2 項前段の免責登記ができ
ないことを考慮すると、屋号の続用については、債権者が、事業主体の交替や債務が承継さ




いといえる特段の事情が認められる場合に限り、会社法 22 条 1 項の類推適用の余地がある
というべきである（ 高裁平成 16 年 2 月 20 日判決〔略〕参照）」とし、本件では、屋号の
続用がないとして類推適用を否定した（東京地判平成 29・10・24LEX/DB25548835）。




















の続用に準じて考えるのが相当であると判示するもの（大阪地判平成 6・3・31 判時 1517 号
109 頁、東京地判平成 13・8・28 判時 1785 号 81 頁、東京地判平成 13・12・20 金判 1158 号
31 頁、大阪高判平成 14・6・13 判タ 1143 号 283 頁、東京高判平成 14・9・26 判時 1807 号
149 頁、東京地判平成 16・1・15 金法 1729 号 76 頁等）や、反対に、旧商法 26 条 1 項が商号
に関する規定であることから、同条項の準用ないし類推適用に当たっては、商号の同一性・
類似性をも考慮して、商号の継続使用と同視することができるか否かの観点から検討すべき
であるとして、類推適用等を否定するものが存した（東京地判平成 13・3・30 金判 1129 号
49 頁、東京高判平成 14・8・30 金判 1158 号 21 頁等）。












たがって、譲受人は、上記特段の事情がない限り、商法 26 条 1 項の類推適用により、会員
が譲渡人に交付した預託金の返還義務を負うものと解するのが相当である」とした（参考ま
でに、本件訴訟の第 1 審である神戸地判平成 13・7・18 金判 1195 号 35 頁は、旧商法 26 条 1





　なお、 高裁は、平成 16 年 判の法理を基に会社分割に対しても会社法 22 条 1 項の類推
適用を肯定し、ゴルフ場の事業を承継した会社の弁済責任を認めている（ 判平成 20・6・




1 項の類推適用を認めた事例がある（東京地判平成 22・7・9 判時 2086 号 144 頁。大阪地判平
成 22・10・4 金法 1920 号 118 頁、東京地判平成 22・11・29 判タ 1350 号 212 頁等も参照）26)。
3.3　小括
　屋号の続用に係るケースについて、上記 3.2.1 で紹介した裁判例は、続用された屋号が譲

















　ゴルフ場をめぐるケースについては、平成 16 年 判にもあるように、ゴルフクラブの特
殊性を強調しつつ、クラブ名の続用を伴う事業譲渡につき旧商法 26 条 1 項の類推適用を認
定したものといえる。とくに、ゴルフ場に係る預託金返還請求訴訟における原告＝会員権者
の多くが一般個人であったとされる。そして、そうした会員権者は、ゴルフ場の経営状況や
会員権の性質等に関わる情報に乏しい消費者に近かったことから、平成 16 年 判（ならび
に裁判例の多く）は、消費者保護的な側面を考慮して、ゴルフクラブ名の続用に対し旧商法
26 条 1 項の類推適用を認めたものと思われるのである 30)。
　平成 16 年 判の立場は、あくまでも「ゴルフクラブの名称が営業主体を表示するものと
して用いられている」場合に限定されていると解されるが、事業者の中には、商号（ないし
は屋号）以外の名称（商標やロゴ等）を事業活動に使用しているところもあることから、当
該名称に対しても会社法 22 条 1 項の類推適用が可能なのか否かが注目されていた 31)。そう
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「株式会社 DWP」（Y 社）に、その事業目的を A 社と同一のものにそれぞれ変更、B が Y 社
の代表取締役に就任した。
　A 社に貸金債権を有していた X 社（株式会社みずほ銀行）は、Y 社が A 社から事業を譲受け、



























　A 社に貸金債権を有していた X 社（銀行）は、Y 社が A 社から事業を譲受け、その標章









とし、Y 社による A 社の標章の使用等につき会社法 22 条 1 項の趣旨が妥当し、A 社の商号
を引き続き使用する場合に準ずるものということができるとして、X 社の請求を認容した。
4.2　小括
　東京地判平成 27・10・2（以下、「平成 27 年判決」とする）および東京地判平成 31・1・29（以
下、「平成 31 年判決」とする）はともに、会社法 22 条 1 項の類推適用に関し、「標章」が商
品等の出所表示、品質保証、広告宣伝効果の観点から商号とおなじ機能を有する旨判示する。






　一方、平成 31 年判決については、A 社の標章の一部が Y 社の商号として続用された事案
であるが、この標章が A 社の店舗にも使用されていたことから、当該事案は、屋号の続用に
係るものであったといえそうである。とはいえ、標章についても、ブランドの象徴として事




法 22 条 1 項の類推適用のあり方について、学説の状況等も含め検討していきたい。
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5.1　裁判例に対する学説の対応等
　先述のように、平成 16 年 判以降、どのような名称が事業主体表示機能を有するのか、





























































　先に紹介した屋号の続用に対し旧商法 26 条 1 項の類推適用が認められた事案の多くは、
続用された屋号が譲渡会社の商号の重要な構成部分を内容としていたものであり、実質的に
は商号の続用に係る事案であったといえる。これに対し、平成 27 年・31 年の両判決は、商
号とは異別の屋号や商品名に係る標章につき、それが事業主体を表示する機能を有すれば、
類推適用の対象になると述べているが、そもそも会社法 22 条 1 項は、商号の続用を要件と
していることから、標章が商号の重要な構成部分を内容としていればともかく、そうではな





、会社法 22 条 2 項前段に係る免責登
記ができないことを考慮すると、標章の続用に対する会社法 22 条 1 項の類推適用は難しい
のではないだろうか。






　会社法 22 条 1 項の類推適用に際し、債権者の属性が考慮される必要はあるだろうか。この
問題については、平成 27 年判決の原告が被告の貸付銀行であった点を捉え、仮に、会社法






























。これに対し、平成 27 年・31 年の両判決は、
原告が譲渡会社の貸付銀行であったにもかかわらず、その属性を考慮せずに、端的に会社法



























わないとしたもの（東京地判昭和 49・12・9 判時 778 号 96 頁。控訴審の東京高判昭和 50・
8・7 金判 488 号 33 頁は地裁の立場を覆し、債権者の悪意を不問とした）、②債権者（譲渡会
社の取引先）からの請求に対し、裁判所は、「個々の具体的な知、不知を問わず、商号の続
用を要件として、法定の責任として譲渡人と同一の義務を負担させることとしたものと理解













































法 22 条 1 項を用いて債権者保護を図ってきたといえる。平成 26 年の改正会社法では、詐害
的な事業譲渡を抑制する規定（同法 23 条の 2）が置かれたが、当該規定では債権者保護につ
いて限界があることから、今後も譲受会社の責任が無限とされる会社法 22 条 1 項を利用し
た債権者からの訴訟が、類推適用に係るケースも含め、会社法 23 条の 2 よりも多く提起さ
れるものと推測される。










1) 平成 17 年の会社法制定の際に、旧商法に規定されていた「営業」の概念が、会社法では「事業」
に変更された。しかし、両者の概念に違いはないため、本稿でも「営業」と「事業」を同義語
として使用する。
2) 筆者も以前に、拙稿「会社分割に対する会社法 22 条 1 項の類推適用」嘉悦大学研究論集 52 巻
1 号 17 頁以下（2009 年）と、拙稿「会社の組織再編と会社法 22 条の類推適用」民情 275 号 81
頁以下（2009 年）において、会社法 22 条 1 項の類推適用の問題について論じている。
3) 学説の詳細については、落合誠一「商号続用営業譲受会社の責任」法教 285 号 27 頁以下（2004 年）、
江頭憲治郎編『会社法コンメンタールⅠ―総則・設立〔一〕』（商事法務・2008 年）210 頁以下
〔北村雅史執筆〕等を参照されたい。このほか、旧商法時を含め会社法 22 条 1 項（商法 17 条 1
項）に係る判例・裁判例については、その多くを取り上げ、検討するものとして、笹久保徹「商
号等を続用する譲受人の責任に関する一考察（一）（二）」法学志林 116 巻 1 号 21 頁以下（2019
年）、同 116 巻 4 号 89 頁以下（2019 年）がある。
 　なお、譲受人の商号続用責任に係る規定は、昭和 13 年の改正商法時に置かれたものである。
当該規定の立法趣旨等については、清水真希子「商号続用責任―事業（営業）譲渡における債
権者保護」法教 384 号 4 頁以下（2012 年）、新津和典『株主権の再評価』（成文堂・2020 年）
328 頁以下等を参照。
4) 鴻常夫『商法総則〔新訂第 5 版〕』（弘文堂・1999 年）149 頁、森本滋編『商法総則講義〔第 3 版〕』（成
文堂・2007 年）85 頁〔前田雅弘執筆〕等。外観説の立場は、商号続用責任に係る立法担当官の
趣旨説明に依拠しているといえる（趣旨説明につき、第 73 回帝国議会衆議院「商法中改正法律
案外二件委員会議録（速記）第五回」〔昭和 13 年 3 月 9 日〕20 頁以下を参照。議事録については、
帝国議会会議録検索システム〔http:// teikokugikai-i.ndl.go.jp/〕から閲覧可）。
5) 服部栄三『商法総則〔第 3 版〕』（青林書院・1983 年）418 頁注 1。
6) 小橋一郎「商号を続用する営業譲受人の責任」河本一郎他編『商事法の解釈と展望―上柳克郎
先生還暦記念』（有斐閣・1984 年）17 頁。
7) 服部・前掲注 5）418 頁注 1。なお、大隈健一郎『商法総則〔新版〕』（有斐閣・1983 年）317 頁以下は、
外観説と企業財産担保説の折衷的な立場を採っている。
8) 小橋・前掲注 6）16 頁。企業財産担保説を再評価する 近の見解として、新津・前掲注 3）333
頁以下を参照。
9) 山下眞弘『会社営業譲渡の法理』（信山社・1997 年）233 頁以下、田邊光政『商法総則・商行為
譲渡会社の商号以外の名称を続用した譲受会社に対する会社法22条1項の類推適用　小菅成一 59
法〔第 4 版〕』（新世社・2016 年）155 頁。
10) 落合・前掲注 3）29 頁。
11) 小橋・前掲注 6）17 頁。
12) 落合・前掲注 3）31 頁。
13) 落合・前掲注 3）30 頁。
14) 落合・前掲注 3）30 頁。
15) 江頭編・前掲注 3）213 頁〔北村〕。
16) 江頭憲治郎「判批」法協 90 巻 12 号 1612 頁以下（1973 年）ほか、浜田道代「判批」判時 207
号 142 頁（1976 年）も参照。
17) この点、得津晶「判批」NBL888 号（2008 年）5 頁は、 高裁判例等が、事業譲渡を知ってい
ても債務引受けの誤認の信頼を保護すべきと判示する基礎には、債務だけを残して事業を移転
してはならないという詐害譲渡法的発想が含まれると説く。後藤元「商法総則―商号・営業譲渡・
商業使用人を中心に」NBL935 号 22 頁（2010 年）も、商法 17 条（会社法 22 条）の適否は、近
時の学説が示唆するように、経営状態の悪化した商人（会社）による詐害的な再建の試みの抑
制という観点から検討されるべきとする。このほか、江頭憲治郎＝中村直人編『論点体系 会社
法 1 総則、株式会社 1』（第一法規、2012 年）77 頁〔木俣由美執筆〕も参照。




19) 菅原貴与志「事業譲渡をめぐる実務問題：債権者保護を中心に」法学研究 87 巻 9 号 184 頁注
35（2014 年）も参照。
20) このため、村上裕「改正会社法の下での事業譲渡における債権者保護について」金沢法学 58 巻
1 号 38 頁（2015 年）は、詐害的な事業譲渡については会社法 23 条の 2 により解決すべきことから、
商号続用責任規定を廃止すべきと主張する（後藤・前掲注 17）23 頁や山下眞弘「事業承継会社
責任規制の立法論的検討―商号続用基準か詐害性基準か」阪大法学 60 巻 5 号 870 頁〔2011 年〕は、
会社法 23 条の 2 が置かれる前から会社法 22 条の廃止を主張）。しかし、詐害的ではない事業譲
渡における債権者保護の観点から、22 条の廃止に反対する見解もある（新津・前掲注 3）340 頁）。




23) 前掲・ 判昭和 38・3・1 のほかにも商号の続用を否定した事例が存する。例えば、「いせ屋家具マー
ト」と「有限会社四日市いせ屋家具」（大阪地判昭和 43・8・3 判タ 226 号 181 頁）、「モトブシ
―サイドプラザ」と「シ―サイドプラザ運営株式会社」（那覇地判昭和 54・2・20 判時 934 号
105 頁）、「読売センター a」と「読売センター c」（東京地判平成 26・2・20LEX/DB25517838）等。
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※ 脱稿後、平成 31 年判決に係る判批として、楠元純一郎・金判 1592 号 2 頁以下（2020 年）、
高田晴仁・法セ 65 巻 7 号 122 頁（2020 年）に接した。
（2020 年 4 月 22 日受付、2020 年 6 月 26 日再受付）
